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資 料 ２ 
 

地方公共団体からのヒアリング 

 

１．福井県（２ページ） 

（１）目的 

平成16年度に民間委託によって実施した福井県労働状況調査の経験を基に、地方

公共団体の実務の民間委託についての検討に資する。 

 

（２）聴取事項 

ア．福井県労働状況調査について 

(ア) 調査の概要 

①実施経緯 

     ②規模、委託内容、回収状況、コスト等（16年度と17年度以降との比較） 

(イ) 民間委託により実施したことの評価 

(ウ) 17年度から民間委託しないこととした理由 

イ．統計調査業務の民間開放への取組に対する基本的考え方・課題、要望等 

ウ．その他 

 

２．横浜市（３～４ページ） 

（１）目的 

平成 17 年国勢調査においてコールセンターを活用した経験を基に、照会対応や

督促業務の民間委託についての検討に資する。 

 

（２）聴取事項 

ア．平成17年国勢調査におけるコールセンター活用の経緯、評価等 

イ．統計調査業務の民間開放への取組に対する基本的考え方・課題、要望等 

ウ．その他 

 

３．東京都（５～６ページ） 

（１）目的 

   都市部での実査環境の現況・課題と地方統計機構の役割について聴取し、地方公

共団体の実務の民間委託についての検討に資する。 

 

（２）聴取事項 

ア．都市部での実査環境の現状・課題と地方統計機構の役割 

イ．統計調査業務の民間開放への取組に対する基本的考え方・課題、要望等 

ウ．その他 
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福井県労働状況調査 調査の概要 

 

 平成１６年度 平成１７年度 

統計調査の種類 届出統計調査 届出統計調査 

実施主体 県（一部の事務を民間委託） 

※ 民間委託は指名競争入札で行い、

３社が応札 

県 

実施時期 毎月（平成１６年８月から開始） 毎月 

公表時期 四半期ごとに公表 四半期ごとに公表 

調査規模 55 調査区×15 世帯＝825 世帯 55 調査区×15 世帯＝825 世帯 

調査方法 

 ①調査の企画設計 

 ②調査区の選定 

 ③調査用品の作成 

 ④調査員雇用 

 ⑤説明会実施 

 ⑥地図名簿作成 

 ⑦調査世帯の選定 

 ⑧調査票配布取集 

 ⑨ﾃﾞｰﾀ入力・製表 

 ⑩結果公表 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

調査世帯からの照会等 県への照会は、多いものから次のとお

り。 

・本当に県の調査なのか。 

・なぜ調査対象に選ばれたのか。 

・調査に協力できない。 

※ 配布書類に、問合せ先として、県

と調査機関の電話番号を併記 

県への照会は次のとおり。 

・なぜ調査対象に選ばれたのか。 

・調査に協力できない。 

・調査票の記入のしかた 

※「本当に県の調査か」の確認は、当

初はかなりあったが、その後はわずか

である。 

調査世帯の協力状況 

○未回収の割合（不在・非協力）

 

 

約１０．６％（８か月分） 

（７．１％～１４．６％） 

 

約８．８％（１２か月分） 

（６．４％～１１．５％） 

経費（注１） 

 ○予算 

除く県職員人件費 

（1世帯・月当たり） 

○調査員報酬 

含む旅費、通信運搬費等

 

８か月分 ２９，９２５千円（委託費）

（４．５千円/世帯・月） 

※県職員１名が他の業務と兼務 

約４０，５００円/調査区・月 

※1調査員が３～４調査区を担当 

 

 

１２か月分 ２１，９５８千円 

（２．２千円/世帯・月） 

※県職員１名が専任 

約１９，７００円/調査区・月 

（実地調査月    １９，８３０円）

（地図・名簿作成月 １９，３２０円）

※1調査員が１調査区を担当 

備考 

 

・緊急地域雇用創出特別基金事業とし

て実施 

 

（注１）「経費」については、算定方法が異なるため単純比較ができない。 

県が直接執行 

県が直接執行 

民間の
調査機関
に委託 民間の調

査機関が 
雇用した 
調査員が 
執行 

県が直接執行 

県が直接執行 

知事が任
命した 
調査員が 
執行 

福井県資料 
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横　　浜　　市

1 コールセンター設置の背景・理由

　実査期間中は、市民からの問い合わせや苦情、調査員との
連絡取次ぎが相当数にのぼり、職員数と電話回線数の制約か
ら電話がつながりにくくなり迅速な対応ができなくなる恐れ
があったため。

電話照会対応のすべてを委託したのか、又は一
部委託したのかなど

　調査員から市区への質問・連絡は対象外とした。
　市民からの調査日程変更についても、コールセンターから
調査員へ連絡し、同時に区・市へメールで報告した。（緊急
を要するものはすぐに区へメール）
　また、騙り調査の連絡や、対応が困難と思われる苦情につ
いては市・区に転送することとした。

国勢調査のみを目的としたものか、又は市の他
業務にも共通のものかなど

　既に市政全般のコールセンターとして開設していたところ
に、回線数・オペレーター数を増設した。

コールセンターでの事務内容
※マニュアルなど

　業務マニュアルとして『コールセンター（国勢調査用）の
業務概要』を作成した。

マニュアルがあればその作成方法（国の提供資
料の加工の有無）

　Q&A、対応処理手順などを作成。世帯への配布資料などの一
式も資料として配布した。

コールセンター設置期間等

設置期間 9月20日～10月10日（土日・祝日も含む）

受付時間 8：00～21：00（土日・祝日も同じ）

受付時間外の対応の有無
（留守番電話や想定される主な照会事項につい
ての音声ガイダンスなど）

受付時間外であることを音声テープで案内した。

4
９月６～８日：1.5時間を３回
（別途受託業者内での研修あり）

5 コールセンターの設置場所 受託企業の事業所内（西区ランドマークタワー）

6
　664-2525（にこにこ）という、横浜市のコールセンターと
して既に市民に周知されている電話番号を使用した。
フリーダイアルではない。

7
　苦情と問い合わせを区分することなく、電話を受けたオペ
レーターが対応した。

8 オペレータ人数 43名（最大従事人数）

9
スーパーバイザー５人。総括、業務管理、ファックス、メー
ル高度苦情の対応、市との連絡調整。

10
常駐せず（初日など特定の日、土日・祝日、また、必要に応
じてコールセンター内に待機）

平成１７年国勢調査におけるコールセンターの実施状況

コールセンターの電話はフリーダイヤルか
また、１１１０（いいとうけい）など、電話番号
はかけやすい、覚えやすい工夫を講じたか

3

2

苦情と問い合わせを区分する誘導を行ったか。
（例　苦情は「１」、調査票の記入に関する問い
合わせは「２」）

オペレータ以外の人数
（オペレータを統括するスーパーバイザー等）
※いる場合は、その事務内容

聴　　取　　事　　項

研修期間

コールセンターに常駐した市・区職員数
※常駐した場合は、その期間・事務内容等

コールセンターの契約形態

横浜市資料l
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横　　浜　　市聴　　取　　事　　項

国勢調査担当係とコールセンターでの処理の割
合

　世帯配布書類等についてはすべてにコールセンターを先に
表示し、一義的にはコールセンターを問い合わせ窓口とし
た。
　世帯はコールセンターにかかりにくい際は市区の統計主管
課に電話した模様。（件数的にはコールセンター約26,000：
市＋18区約53,000）

国勢調査担当係とコールセンターとの連絡方
法、情報共有化の方法

　電話、メール、ファックス
　受理した電話及びEメールの処理内容については、基本的に
は翌日中に市及び該当区の担当者あてEメールで報告させた。

　調査票回収日の変更など至急の連絡で、調査員と電話がつ
ながらなかった場合はすぐに市・区に連絡（Eメール）するこ
ととした。

12 設置した回線数 26＋10(発信用）

13 世帯への周知方法
　「調査のお知らせ」「記入のしかた」に印字したほか、
ホームページ、市広報などで周知。

電話照会件数

世帯からの電話照会件数 約26,000件

調査員からの電話照会件数
約130件（調査員からの質問等はコールセンターの業務として
いないため、正確に記録していない。）

その他（種別件数）
世帯との取次ぎ約7,800件、問い合わせ約18,000件、苦情約
1,100件

15
　コールセンターのオペレーターが調査員に連絡。当日中に
処理できなかった案件についてはＥメールで市・区へ引継ぎ

16
　『コールセンター（国勢調査用）の業務概要』に連絡体制
等を記述した。

17 経 費 約1,900万円（消費税込み）

18
　受理した電話は質疑回答内容をデータ化し、内容別に集積
した。
（11の報告メールを利用）

事務の効率化は図られたか
　統計主管課の電話はつながりやすくなり、効率化に寄与し
たと考える。

当初想定していなかった問題点等
　回線・オペレーター数が足りなかった。（予算の都合上や
むをえない面もあり）

世帯からの反応（好評又は不評等） 概ね好評

その他（苦労した点など）
　調査期間中は調査員は不在がちで、調査票の取集日時の変
更など、至急の連絡が難しかった。

19

コールセンターで受け付けた調査員に係る電話内
容について、どのように調査員に連絡したか

トラブル発生時の標準的な連絡・処理系統

国勢調査担当係とコールセンターとの連携等

11

設置した評価・次回調査への提言等

収集情報の整理について（ＤＢの構築、ＦＡＱな
どを作成したか否か（次回調査、他調査への転用
を考慮したか））

14
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平成１８年８月２日 
東京都総務局統計部 

 

都市部での実査環境の現状・課題と地方統計機構の役割について 

 
１ 実査環境の悪化について 

（１）都内における実査環境 
オートロックマンションなどの「統計調査員が中に入れない建物」が非常に多

くなっている。また、単身世帯や共働き世帯の増加にともない昼間不在世帯も増

えている。一方、事業所でも、マンション内の事務所の増加や管理部門が縮小し、

統計調査に十分な対応ができない等都市部での調査環境は、著しく悪化している。 
 
（２）調査非協力者の増加 
① 個人情報保護法の施行やプライバシー意識の高まりから、協力を得られない

ケースが増加している。その理由は、ア 調査自体への拒否、イ 調査員への

不信、ウ 設問への不満など、様々である。統計調査の意義等を説明しただけ

では協力を得ることは難しく、きめ細かい対応が求められる。 
② 昨年の国勢調査の都内未提出率が 13.3％（前回 5.9％）になるなど、調査へ

の非協力者が急増している。 
 
２ 統計調査業務の民間開放に対する考え方について 

（１）統計の精度を確保するには、調査客体からの信頼が必要であり、現行の方式は

主に地方公共団体で実査を担うことで安心を与えてきた。民間開放に当たっては、

調査客体からの信頼確保のための調査の実績づくりを行うことが必要であり、

個々の調査の特性に対応できる形での移行が必要である。 
 
（２）民間開放にむけて調査の効率性の向上と精度の維持を考えると、行政記録の活

用、インターネットの活用等調査手法や調査内容を精査することを前提とし、調

査員調査を活用すべきである。 
 
（３）民間開放を実施する場合、統計の品質を一定に保つためには、国からの一括発

注を基本とするべきである。 

東京都資料 
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（４）地方自治体の判断により法定受託事務である統計調査の包括的民間開放を可能

とする場合でも、各都道府県、市町村で委託仕様書のばらつきがないように、国

により統一した標準仕様書を提示することが必須となる。また、受託業者に対す

る守秘義務や罰則規定を明記することも必要である。 
 
（５）統計調査を民間が受託した場合には、質の高い統計調査員の確保がポイントと

なるため、受託会社が、従来から公的調査に従事してきた経験豊富な調査員を雇

用できる仕組みづくりなども必要と考える。 
 
３ 民間開放の地方統計機構への影響について 

（１）民間開放により、地方統計機構は組織・人員の面と予算の面から、大きな影響

を受けることとなる。このため、民間開放にあたっては地方自治体運営の会計年

度主義に十分配慮したプログラムを組むべきである。 

 
（２）国は地方自治体が十分な検討を行えるよう、速やかに民間開放のスケジュール

や方針などを明らかにすべきである。 

 
（３）国は、市区町村が自らの判断で民間開放する場合、法定受託している都道府県

及び市区町村の役割分担等について明確に示すべきである。 
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